チャランケ通信　第140号　2016年8月1日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　都知事選挙投票日直前、岡田民進党代表辞任表明、再び政治的なセンスを疑う
岡田代表は政治的センスが全くないのではないか、と思われてならない。すでに何度も述べたことだが、5月末の党首討論の場で、一番の問題となるだろう消費税の再延期という安倍総理の公約違反を追求すべきところを、逆に野党の立場でありながら消費税の再延期を提案するという、考えられないような大失態をしでかしてしまつたのだ。それだけでも、代表としての資質を喪失したことは当然としても、今度は9月に予定されている代表選挙へ出馬しない事を、東京都知事選挙で戦っている最後の局面で表明したことが、投票日を前にした有権者の前で大きく新聞に取り上げられている。今まさに与野党の間でたたかわれている都知事選挙の最終盤、民進党の支持する鳥越候補必勝に向けて全力だ闘っている仲間にとって、代表選挙に出馬しないことは選挙が終わって表明すればよいわけで、なんで今頃、という思いがあるに違いない。まことに政治センスを疑うようなタイミングの悪さでしかなく、あらためて代表の資質以前に政治家としての問題を指摘せざるを得ない。とはいえ、もう終わったドラマの最後のドタバタ劇を演じているようで、あまりにも後味の悪い一幕だったと言えよう。
　それにしても、小池候補がこれだけ大差で勝利するとは、選挙というもの、民意のありようを考えさせられ、つくづく難しいものだと思う。国政レベルと地方自治体、とりわけ首都東京の知事選挙では、間違いなく有権者の意識の違いが大きいのだろう。かつて、革新都政が実現していた時代に「ストップ・ザ・佐藤」というスローガンで戦い勝利した時代もあり、今回も鳥越候補はそれに近い主張を展開していたように思うのだが、残念ながら都民の多数の支持を得られなかった。何が敗因なのか、都民の求めていることに対して野党側はしっかりと総括していく必要がありそうだ。
　日銀の金融政策決定会合、小粒のETF買い入れ増額に留まる、
　背後には、マイナス金利に対する安倍政権の不満があったのか
　さて、久方ぶりに経済問題について触れてみたい。アメリカFRBの金融政策決定会合に引き続いて、7月29日に開かれた日銀の金融政策決定会合だったが、アメリカは「出口政策」で金利引き上げを実施せず現状維持に留まったものの、日本は市場関係者が予想していたマイナス金利のさらなる引き下げ(－0,1%から－0,2%)や、国債購入額のさらなる引き上げ(年80兆円から90兆円へ)は実施されず、ETFの6兆円(現状3,3兆円)の買い上げ増にとどまり、予想よりも小粒なものになったとして、あまり芳しい評価は聞かれない。専門家の情報などを知る限り、今回の日銀の決定の背後には、政府筋からの「圧力」としてマイナス金利の深掘りはすべきではない、という意向があったとされており、黒田日銀は渋々ETFの買い増しという小出しの政策に留めざるを得なかったようだ。

　黒田日銀の金融政策の総括的検証、9月の会合で実施へ準備指示
今週の為替相場では円高や東京株式市場も低調になるのではないか、と見込まれているのだが、どんな展開になるのかに関しては、あまり興味はない。それよりも、次回9月に予定されている日銀の金融政策決定会合において、QQE、マイナス金利政策の効果について総括的な検証を行うとし、その準備を指示している。はたして、どのような評価をするのか、まことに注目すべき点であり、アベノミクスの評価にも絡んでくるし、インフレターゲットなるものの効果があったのかどうか、そろそろキチンとした総括をすべき時だろう。
　特に今回の日銀の政策決定会合の前に、政府の補正予算案の概要が安倍総理の講演において明らかになっており、事業規模で約28兆円という大型の補正予算になり、その財源のなかで3兆円とも5兆円ともいわれる国債発行の増額も含め、日銀は国債購入額を増額するのではないか、と想定されていたのであるが、どうやら今回の会合では国債購入額の増額はできなかったようだ。恐らく、これまで進めてきた異次元の金融緩和という量的金融緩和策は効果が乏しく、マイナスの金利政策も評価は芳しくなく、辛うじて株価に対する引き上げ効果を狙ったETFの買い増しになったようだ。
　「ヘリコプターマネー」論議が賑やかになってきたが、既に財政のマネタイゼーションが実施されているではないか
こうして手詰まりの金融政策のなかで、問題提起され始めているのが「ヘリコプターマネー」であり、先月末アメリカからバーナンキ前FRB議長が来日し、安倍総理と官邸で懇談したことから、日本でも本格的に「ヘリコプターマネー」が実施されるのではないか、と一部の専門家筋からは喧伝され始めてきた。というのも、ヘリコプターマネーについてバーナンキ前議長は、日本のデフレ解消策として問題提起してきたわけで「ヘリコプター・ベン」と言われている。もっとも、この政策についての提唱者はミルトン・フリードマン氏であり、バーナンキ氏はそれを受けついで提唱しているにすぎないのだが。
このヘリコプターマネーについて、正確な定義づけが確定しているわけではないが、要は中央銀行が「返済不要」の永久的な資金供給で財政を支えるものとされており、政府の発行する国債を事実上日銀勘定で引き受ける方策と見ていい。専門家の中では、元本だけを返さないで利息(今はゼロもしくはマイナス)だけ返していく永久国債(コンソル国債)や、60年という長期国債などもそれに匹敵すると見る向きもあるようだが、いずれにせよまだ定義づけは確定していないと見ていい。今進められている日銀が、市中にある国債を新規発行分以上に買い上げているのも、ヘリコプターマネーの一種と見ている専門家もいる。
アベノミクス支持の学者たちは「ヘリコプターマネー」支持へ
特に、安倍総理のブレーンである浜田宏一イエール大学名誉教授などは、『週刊エコノミスト』特集号(8月2日号インタビュー記事)では、「一度だけならやってみてもいい」という主張を展開し始めているし、リフレ派として高橋洋一教授なども「今進めている日銀の異次元の量的緩和政策は事実上のヘリコプターマネーだ」（ダイヤモンドオンライン最新号）とさえ公言している。当然のことながら、増税による財政再建を事実上放棄してきた安倍政権の側からも、返還しないで良い財政赤字というヘリコプターマネーについての誘惑が出てきてもおかしくない。だが、さすがにこの政策に対する厳しい批判の声は出てきており、何を隠そう小生などもヘリコプターマネーは一度使い始めてしまえば麻薬と同じで、日本経済を大きく蝕んでしまい、第二次世界大戦の終了後のあのハイパーインフレやキャピタルフライトを招く危険性を指摘し続けてきた。国民にとって、何時かは塗炭の苦しみを受けることになるだけに、とんでもない財政・金融政策と言えよう。
岩村充著『中央銀行が終わる日　ビットコインと通貨の未来』(新潮選書)を一読して、夏休みに読む1冊に挙げたい
そうした中で、最近読んだ著書に岩村充早稲田大学教授の『中央銀行が終わる日　ビットコインと通貨の未来』(新潮選書2016年3月刊)に注目した。岩村教授は日銀の出身で金融行政に精通され、特に新しい通貨としての「ビットコイン」に着目され、本書においても新しい通貨としてのビットコインの誕生についての斬新な問題提起の書となっている。残念ながら、小生はあまり「ビットコイン」についての知識もないために、この著作全体についての評価をする能力を持ち合わせていないのだが、今日の資本主義経済の抱える問題と金融・財政政策、とりわけ通貨の役割についての指摘には注目すべき問題点があると思う。もし興味をお持ちの方には、夏休みに一読を勧めたい好著である。
「ゲゼルの貨幣」を現実のものに、「流動性の罠」の克服へ

ビットコインの誕生の衝撃、貨幣間の競争へ
特に注目したのは、インフレとデフレに対する金融政策で、インフレについては金利の引き上げで対応可能なのだが、デフレに対する金融政策には「流動性の罠」があり、流通している貨幣はゼロ金利の為マイナスの金利に出来ない事は良く知られた事実である。今、日銀がマイナス金利政策を取っているのは流通しているお札にマイナス金利が着くのではなく、日銀の当座預金勘定の一部にマイナスの金利を付けたもので、本質的な性格が異なる。この問題に対して、ケインズが注目した学者であるゲゼルが提唱した「ゲゼルの貨幣」が出来れば、つまり流通するお札にマイナスの金利が付けられるのであれば事態は一変する。
ここで登場させるのが「ビットコイン」であり、仮想空間上造られた貨幣であり、これが現実味を持って語られ始めてきたのだ。「ビットコイン」についての詳細は、直接本を読んでいただく以外にないのだが、このデジタル銀行券が流通することによる競争貨幣の登場が、日本銀行をはじめとする中央銀行の通貨発行権という独占的地位を脅かし、さまざまな通貨を一人一人が自由に判断しながら使うことになれば、金融政策が大きく転換してくることを予想している。貨幣の持つ機能として、決済手段や価値退蔵機能は個人の判断で競争の時代に入るが、価値尺度機能という「誰もが安定した価値尺度」だと認める分析や方法論で以て貨幣利子率を決定し、その利子率のデジタル銀行券を世の中に提供し続けることが出来れば、中央銀行は大きな役割が果たせ、存続できると予測している。
なぜ日本は先駆けてデフレになったのか、アメリカは出口政策を取れたのに、日・ＥＵは出来そうもないのか、人口構造の特質
なぜ、世界に先駆け日本はバブルの崩壊を経てデフレが蔓延してきたのか、ドイツをはじめとするＥＵもその音を追いかけてデフレの脅威にさらされ、アメリカでも量的緩和が求められてきたのか、そうした中で、何故アメリカだけが「出口」論議が進み、FRBが金利機能を復活でき始めているのか、それは「人口構造」によるものだと指摘をしておられる。恐らく、日本やＥＵなどは出口に至るのは今のままでは困難だと見ておられるようだ。その、デフレからの脱却にむけて、ハイエクが1969年に提唱した銀行券発行の自由化・競争の提唱が、ビットコインの誕生によって現実のものになろうとしていることに触れ、「流動性の罠」からの脱却ができる「デジタル銀行券」の展望が現実に救世主の役割を果たせるのか、是非とも注目して行きたいと思う。恐らく、9月の日銀の政策決定会合での異次元金融緩和策についての論議にも、このような新しい展望も含めて検討されるものと思われるし、9月から本格的に始まる国会での論戦においても、是非ともこの問題を俎上に上げ政府・日銀の政策のあり方への論戦が期待される。
これ以外にも、この岩村教授の提起された論点は多岐にわたるが、それらは直接この著作にあたって欲しい。はたしてその結論や展望が望ましいのかどうか、未だに評価できる能力を持ち合わせしていないが、なかなか読みごたえのある著作であった。
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